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本稿では、1960 年代からの日本における世代間交流の展開を、「効果」に着目して整理した。とくに
1980 年代以降は、幼老複合施設において、子ども世代への教育的効果や高齢者世代への生きがい効果
があるとして幼老統合ケアの実践が見られた。2000 年に介護保険制度が施行されると介護予防効果に
注目が集まり、高齢者世代に「役割」を与える活動が多く実施されるようになった。今日においても、
小規模多機能型拠点での世代を超えた「支え合い」活動には高い期待があるが、空間的効果、財政的効
果のみが追求されることも多く課題がある。また、地方創生のための方策は、高齢者世代と若者世代、
子育て世代、壮年世代との世代間交流と言えるもので、地域活性化効果が目指されていることが明らか
になった。
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1．はじめに－世代間交流とは何か
「世代間交流」は世代間の断絶が著しかった

1960 年代半ばにアメリカにおいて、研究者らに
よ り そ の 必 要 性 が 指 摘 さ れ、 各 地 で
Intergenerational Program（世代間交流プログ
ラム）が登場したのがその起源と言われている。
たとえば 1965 年には、連邦政府によって Foster 
Grandparents Program（里親祖父母プログラム）
という、子ども世代と高齢者世代の交流を目的と
する Intergenerational Program が開始された。
しかし、世代間交流という言葉がアメリカで一般
に知られるようになったのは 1990 年代後半であ
り、現在も多くのプログラムが実施されている

（池田 2009）。Intergenerational Program は、世

代と世代をつなぐという意味があり、特に離れた
世代同士の交流を意図的かつ継続的に仕掛けるの
が特徴である。すなわち、単発のイベントではな
く、長い時間をかけて子ども世代や高齢者世代に
働きかけるものであると言えよう。

世代間交流は、アメリカだけでなく世界各国で
その必要性が認識されている。1999 年にはオラ
ン ダ に 本 部 を 置 く 国 際 世 代 間 交 流 協 会

（International Consortium for Intergenerational 
Program）が創設された。国際世代間交流協会は、

「世代間交流プログラムは、社会に存在する様々
な資源や知識・知恵を高齢世代と若年世代の人々
で交換し合い、個々人や社会の役に立つものにし
ていくための意図的・継続的な仕掛け」と定義し
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ている。定義の幅広さにも現れているように、世
界各国でその国の特性にも応じた様々なプログラ
ムが展開されているのである。

2．本稿の目的と方法、その背景
本稿では、日本における世代間交流の展開につ

いて概観することを目的とする。日本でも世代間
交流の活動は様々に行われてきたが、2010 年に
は世代間交流学会も立ち上がり、学術面からの知
見も深められてきている。本稿では、日本におけ
る世代間交流がどのような特徴を持ったもので
あったのかを、目指された「効果」に着目して整
理し、特に 2010 年代以降、すなわち今日の世代
間交流の目指しているものについて考察してみた
い。

少子高齢化の進む今日の日本においては、「世
代」は重要なキーワードであると考えられる。た
とえば、2017 年 9 月に安倍晋三首相は「全世代
型社会保障」を提起した。これまでの高齢者向け
中心の社会保障により生じていた世代間格差の解
消を目指し、たとえば 3～5 歳の幼児教育・保育
の無償化を実施するなどの具体策を提示した。若
い世代に安心感や納得感を持ってもらうことが持
続可能な社会保障には不可欠との判断がそこにあ
る。日本においては、アメリカのようなエイジズ
ム＝高齢者への差別や、欧州のような労働市場を
めぐる若い世代と高齢者世代の対立、さらに韓国
のような世代間葛藤はそれほど表立ってはいな
かった。しかし、社会保障の世代間格差やそれに
よる若い世代の不安感や不満感は根強いものであ
り、それが未婚化や少子化につながった一つの要
因であるとも考えられている。「全世代型社会保
障」は、これまで表立ってはいなかったが事実と
して存在している世代間の対立を超えるための政
策である。

また、教育分野や福祉分野においては、世代間
交流がブームとも呼べるほどに浸透し、様々な活

動が実施されている。後述するように、そもそも
世代間交流は、子ども世代が高齢者世代の持つ
様々な知恵や昔遊びといった伝統の文化を学んだ
り、他世代との対人関係を学ぶことができるとい
う教育上の効果が期待され、幼稚園や小中学校な
どの教育機関で実施されてきた。また、学校教育
のみならず社会教育として、世代間交流を目的と
したイベントをボランティア・NPO 団体が地域
で実施することも多い。　

最近では、「子どもの貧困」への関心が高く、
地域では子どもへの学習支援や子ども食堂の活動
も増加している。退職した元教員＝高齢者世代や
大学生＝若者世代が子ども世代に学習を教える学
習支援活動は、世代間交流として位置づけること
もできるだろう。地域で行われる様々な活動は、

「多世代交流」と呼ばれることも多い。たとえば
子ども食堂においては、貧困な子どもが来る場所
というよりも、誰もが集える場所というコンセプ
トを打ち出している活動も多い。特に福祉分野に
おいては、多世代が交流できる場所が地域に求め
られているとも言える。

既存の福祉施設は、高齢者施設、児童施設、障
害者施設といったように、いわゆる分野別、対象
者別に建設・運営されている。それぞれの法律に
基づく対象者に特化した専門的なケアを提供する
ことから、福祉分野では専門分化が進んできたの
である。しかし、1990 年代に入ると、高齢者も
児童も障害者も一緒にケアをすることができる施
設が登場し、2018 年の介護保険制度改正により

「共生型サービス」として制度化された。この背
景には、財源不足や福祉人材の不足といった深刻
な課題もある。しかし、「多世代が共に生活する
のが当たり前の地域の姿である」という理念が受
け入れられた結果であるとも言えるだろう。

このように、世代間交流は、単なる活動という
以上に社会保障や教育、福祉のあり方にも影響を
与えている。本稿ではそのことについて深く検討
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することはしないが、それを念頭におき、世代間
交流が何を目指してきたのか、その課題は何かを
明らかにしていく。

3．日本における世代間交流の展開
1）1960年代に登場した文化継承の活動－「教
育的効果」への着目

日本の世代間交流は、アメリカと同様、1960
年代後半から子ども世代と高齢者世代の交流を目
指す活動として始められた。しかし、日本の世代
間交流の多くは、プログラムという継続的なもの
ではなく、イベントや行事という単発的なもので
あった。たとえば、子ども世代が高齢者世代から
昔の遊びや文化を学ぶという文化継承の活動は、
イベントとしても多くみられる世代間交流の代表
的な形であるという（吉津・渡邊 2017）。

子ども世代と高齢者世代の交流をメインとした
世代間交流には、「教育的効果」への期待がある。
その背景として、三世代世帯の減少、高度経済成
長期の人口移動に伴う地域関係の希薄化などが挙
げられる。核家族で生活する子ども達は、日常的
に他世代の人々と交流しなくなることから、子ど
もの育ちに必要な対人関係における相互性や互恵
性を学ぶ機会が減少することが危惧された。そこ
で、それを意図的に創出するために世代間交流が
登場することになる。

2）1980年代以降の「幼老統合ケア」の試み 
－ 「教育的効果」「生きがい効果」「空間的効
果」「財政的効果」

子ども世代と高齢者世代の交流を、単発的なイ
ベントではなく意図的・継続的にするための仕掛
けとして捉えることができるのが、「幼老複合施
設」における「幼老統合ケア」の実践である。幼
老複合施設とは「保育園や児童館、小学校などの
子ども用の施設と、老人デイサービスセンターや
特別養護老人ホームなどの高齢者用の施設が合

築・併設された施設」である（北村 2008：5）。
こうした幼老複合施設が多く登場するようになる
のは、1980 年代以降であり、代表的なものとし
て東京都江戸川区の社会福祉法人江東園が挙げら
れる。

江東園は 1962 年に養護老人ホームとしてス
タート、その後保育園も開設したが、1987 年に
高齢者施設と保育施設を共存させる合築で、3 階
に特別養護老人ホーム、2 階に養護老人ホーム、
1 階に保育園という現在の施設がつくられた。幼
老複合施設の中には、合築としながらもそれぞれ
のフロアに各世代がいるだけ、時々イベントとし
て交流を行うというところも多い。しかし、江東
園では意図的・継続的な世代間交流を目指して、
日常的な各種プログラムを実施し交流を促進して
いる。具体的には、毎朝、2、3 階に居住する高
齢者が、保育園の子ども達と一緒に体操を行って
いる。また、年中行事としてのプログラム、芋ほ
りや畑仕事などの共同プログラム、茶道やお手玉
などの伝統継承プログラムなどもある。特記すべ
きは、入居している高齢者が亡くなった際にホー
ム内で開催されるお別れ会に、子どもが参加する
ことである。子どもと高齢者は日常的に密な交流
をしている。自分を可愛がってくれた高齢者のお
別れ会に参加した子どもは、人間が必ず死ぬ存在
であること、死んだ人間は二度と戻ってこないこ
と、それでもその人との思い出は残ること、など
核家族で生活している中では学べないことを学ぶ
ことができる。このように幼老複合施設において
意図的・継続的な世代間交流が行われることで、
子どもにとっての教育的効果が発揮されることに
なる。

一方、高齢者にとっても、子どもと関わること
で生活に張りが生まれたり、刺激となって ADL
の維持・向上につながるといった効果が生まれ
た。たとえば、認知症の高齢者が小さな子どもを
抱っこすることで子育て時代を思いだし、生き生
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きと子どもの世話をするようになるといったこと
や、手作業がほとんど出来なかった高齢者が、子
どもの衣服の脱ぎ着を手伝うことで手が動くよう
になったという例もある。こうした効果を「生き
がい効果」ということができるだろう。

以上のように、幼老複合施設において子ども世
代、高齢者世代どちらにも教育的効果や生きがい
効果があらわれることから、幼老統合ケアとして
これを推進する動きが生まれていく。一番ケ瀬康
子は幼老統合ケアについて、「人類が本来もって
いた当然のあり方で、ぬくもりのある共存社会の
実現と、そこで文化の継承、それを通じての創造
を改めて取り戻すための方法である」と述べてい
る（一番ケ瀬 2006）。一番ケ瀬は幼老統合ケアが

「ぬくもりのある共存社会」を創る一つの方法で
あると捉えていた。この「ぬくもりのある共存社
会」こそが、一番ケ瀬が目指した「福祉文化」が
浸透した社会であるともいえる。

1989 年に一番ケ瀬らが創設した「日本福祉文
化学会」の設立趣旨は以下のようなものである。
すなわち「本来、福祉は『人間としての幸せを求
める日常生活での努力』であり、障害や年齢、性
差に関わらず、人が人として自分の人生を精一杯
生きるプロセスをサポートするものでなければな
りません。福祉とはどうあるべきか、また、福祉
の積極的な努力の実りとして、文化を育み、さら
に深い味わいのある文化を創造していくことがで
きればという趣旨のもと 1989 年に設立されまし
た」と述べられている（日本福祉文化学会 HP よ
り抜粋）。ここで「年齢、…に関わらず」とある
点が、世代間交流に通ずる部分であろう。

このように、幼老統合ケアは「ぬくもりのある
共存社会」が実現されるための方法というよう
に、理念的に語られることが多い。たしかに、幼
老統合ケアが子ども世代や高齢者世代に与える影
響は大きく、それが普遍的に広がっていくことで

「ぬくもりのある共存社会」が生み出されるとい

う期待があるのだろう。一方で、幼老統合ケアは、
空間的にも財政的にも効率的な面があることから
推進されたという、極めて現実的な理由もある。
特に都市部においては、限られた土地に分野別の
様々な福祉施設（たとえば児童館、保育園、特別
養護老人ホーム、老人いこいの家等）を建設する
ことは難しい。一つの建物に多くの機能を持たせ
ることは効率的であるし、福祉人材が不足してい
る中、人材を有効に活用できることにもつなが
る。幼老統合ケア研究会を主宰している多湖光宗
も、「世代間交流を手法として、老人福祉と次世
代育成を融合・連携させることで、費用対効果や
ケアの質向上、高齢者の生きがいづくり、教育的
効果など一石四鳥をねらう取り組み」と幼老統合
ケアの効果について述べている（多湖 2010：
98）。

幼老複合施設であるから幼老統合ケアが出来る
わけではなく、多くの施設では「空間的効果」「財
政的効果」のみを追求し、意図的・継続的なプロ
グラムを実施していないとも言われている。それ
は幼老複合施設が一般的になりつつある今日でも
同じであるという指摘もある。この点については
後述する。

3）2000年代以降の世代間交流－「生きがい効
果」「介護予防効果」

1980 年代以降、日本の高齢化は少子化を伴い
ながら急激に進展していった。1994 年には高齢
化率 21％を超える高齢社会となり、矢継ぎ早に
高齢化対策、具体的には要介護高齢者への対応が
なされていくことになる。その集大成とも言える
のが 2000 年に施行された介護保険制度であろう。
介護保険制度は要介護者を要支援、要介護 1～5
に認定し、それぞれの介護度に応じた上限までの
介護サービスを自己負担原則 1 割で受けられる制
度としてスタートした。しかし、想定以上に介護
認定の申請が多く、とくに高い割合を占める軽度
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者が上限ぎりぎりまで介護サービスを利用したこ
とから、財政はすぐに圧迫されることとなった。
そこで 2005 年の改正においては、新たに要支援
1 と要支援 2 を設定し、財政を安定化するための
方策がとられることとなった。それが、できるだ
け重度化しないこと、要介護状態にならないこと
を目指した「介護予防」を強化することである。
介護予防を担う機関として地域包括支援センター
が創設され、市町村独自に創意工夫した介護予防
が出来るように、地域支援事業も開始された。

地域支援事業では、地域住民の支え合いが重視
され、特に高齢者世代は介護予防事業の「受け手」
であると同時に「支え手」でもあることが強調さ
れた。たとえば、地域で開催される体操教室やサ
ロンでは、健康な高齢者が体操の指導をしたり、
サロン運営を一手に引き受けたりしている。そこ
で「役割」を与えられることが生活の張りにもつ
ながっている。さらに活動を通して健康も維持さ
れることから介護予防ともなっている。もちろん
虚弱な高齢者にとっても、地域で行われる活動に
は比較的行きやすいため、閉じこもりを予防する
こともできる。このように地域で行われる支え合
いの活動により、高齢者世代に「生きがい効果」
や「介護予防効果」があらわれる。支え合いの活
動は「役割」を与えることができるのが一つの特
徴である。世代間交流もまた、高齢者世代に「役
割」を与えるものである。そこで、世代間交流に
よる生きがい効果や介護予防効果に注目が集ま
り、様々な活動が地域で展開されている。

その例として挙げられるのが”REPRINTS
（Research of productivity by intergenerational 
sympathy）”＝りぷりんとの活動である。りぷり
んとはアメリカにおける高齢者による学校支援ボ
ランティア活動を通じた世代間交流への応用とし
て、2004 年に子どもへの絵本の読み聞かせボラ
ンティア活動として開始された。基本コンセプト
は「社会貢献」「生涯学習」「グループ活動」であ

り、東京都中央区、神奈川県川崎市多摩区、滋賀
県長浜市で、60 歳以上のボランティアが公募さ
れた。ボランティア達は 3 か月間（週 1 回 2 時間）
の養成セミナーを修了後、幼稚園や小学校、児童
館などで読み聞かせを行うのである。

筆者は 2017 年 5 月から 7 月にかけて、川崎市
多摩区の下布田小学校で行われているりぷりんと
メンバーによる「読み聞かせ交流事業」への参与
観察を行った。この事業は、6 年生 1 クラスを 7
グループ（1 グループ 4～5 名程度）に分け、1 グ
ループにつき 2 名のりぷりんとメンバーが子ども
達に読み聞かせの方法、技術を教え、集大成とし
て 6 年生が 1 年生に読み聞かせを行うというもの
である。下布田小学校の 6 年生は 3 クラスまであ
る（当時）ので、時間割を工夫してすべてのクラ
スがこの事業に参加した。なお、この事業全体を
統括するのは、りぷりんとメンバーに読み聞かせ
の指導を行っている女性指導者である。

まず、1 回目では 1 年生にどのような本を読む
か、子ども達がそれぞれに考えて絵本を選べるよ
う、りぷりんとメンバーがアドバイスを行う。ち
なみに 1 回の時間は授業 1 時間分である。その後
6 回目まで、りぷりんとメンバーが子ども達への
読み聞かせの指導を行う。グループごとに図書館
やボランティア室などに分かれて、小規模で密な
指導を受けることができる。りぷりんとメンバー
は子ども達との継続的な関わりを通して、子ども
達への理解を深めていくことになる。

この事業は、先生でも親でもない「大人」が学
校にいるという状況も生み出すことになる。学校
が地域に開かれることの必要性が長く言われなが
らも、安全面の配慮等から学校に地域の「大人」
が入っていくことは今日でも非常に難しい。そう
した中、地域の「大人」でもあるりぷりんとメン
バーが、「○○君、今日までに△回練習するって
約束したのにやってこなかったね。それは約束違
反で良くないことだよ」と厳しくも愛情深く注意
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をするのを、「はい、ごめんなさい」と子どもが
素直に聞いているのは新鮮な光景だった。りぷり
んとメンバーの 8 割くらいは女性であるが、企業
を退職した男性なども含まれる。こうした「大人」
と接することが子どもに影響を与えている。

最終回では、りぷりんとメンバーからアドバイ
スを受け、子ども達自らが装飾を含めた会場づく
りを行い、自分たちが担当する 1 年生のグループ
を招待し発表会を行う。その様子をりぷりんとメ
ンバーが見守り講評をした後、クラス全員が一つ
の教室に集まり、統括している指導者が全体講評
をする。りぷりんとメンバーや指導者から「○○
さんの発表が素晴らしかったから皆で聞いてみよ
う」と何名かの子ども達がクラスメートの前で読
み聞かせを披露すると、担任教員は「いつもとは
違う○○さんの姿に胸が熱くなりました」と感想
を述べていた。子どものみならず、教員にとって
もこの事業は通常の教育とは違う効果を生み出し
ていることが示唆された。

こうした活動の高齢者世代への効果を検証する
ために、9 カ月活動したりぷりんとメンバーへの
健康診査が行われている（藤原 2009）。その結果、
①活動継続者は孫、近隣以外の子どもといった他
世代のネットワークおよび近隣以外の友人・知人
といった同世代のネットワークが広がった、②友
人・近隣の人からの助けを受けることは減少した
半面、助けを与えることが増加した、③地域への
愛着、主観的健康感が高くなり、体力の一部も改
善した、といったことが明らかになった。また、
子ども世代への効果としては、「高齢者イメージ
は児童の成長とともに低下する可能性があるが、”
REPRINTS”ボランティアとの交流頻度が高い
児童では、1 年後も肯定的なイメージを維持しう
る」（藤原 2009：67）ことが明らかになった。

りぷりんとの活動は、世代間交流は子ども世代
には様々な教育的効果を生み、高齢者世代には社
会参加や社会貢献の機会が増大することで生きが

い効果や介護予防効果を生み出すことが客観的に
証明されたものである。世代間交流の活動は、ふ
だんは関わることの少ない他世代と関わることで
お互いに刺激を与え合うことができることが、同
世代で行う活動、たとえば支え合い活動とも大き
く違う点であろう。また、高齢者世代に特有の経
験を生かした新しい「役割」を提供することがで
きる。すなわち、世代間交流の活動には特別な技
術が必要ではなく誰もが参加しやすい活動だから
こそ、生きがい効果や介護予防効果があらわれや
すいと言えるのではないだろうか。各地の地域支
援事業でも世代間交流の活動が実施され、地域で
も自発的に様々な世代間交流のイベントや行事さ
れているのには、こうした理由もあると考えられ
る。

4．2010年代以降の世代間交流
1）「支え合い」の重視と高齢者の「介護予防効果」

2010 年には内閣府が「『新しい公共』～支え合
いと活気のある社会」を提示したように、福祉分
野のみならず、「支え合い」は今日の社会を示す
鍵概念の一つである。高齢化の進展により「支え
手」が減少する中で、高齢者も含めて「支え手」
にならなければ、超高齢社会の諸課題を乗り越え
られないという危機感が社会全体に共有されてい
るとも言えるだろう。また、多くのケアが必要な
人が地域で生活をしているという事実も、支え合
いの必要性に説得力を与えている。特別養護老人
ホームの待機者は 50 万人とも言われ、要介護高
齢者が施設に入居することは困難であり、地域で
は認知症高齢者や老老介護（夫婦や親子など、65
歳以上の人が 65 歳以上の人を介護すること）、認
認介護（認知症の人が認知症の人を介護するこ
と）が急激に増加している。また、障害者分野に
おいても「地域移行」政策が進展し、障害者が地
域で生活し、働くことが推進されている。さらに、
医療分野では「病院完結型から地域完結型」の医
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療を目指し、入院日数は削減され、地域療養や地
域での看取りも踏まえた展開が見られている。

「子どもの貧困」や児童虐待の頻発といった事態
も深刻である。

介護保険制度の改正により創設された地域支援
事業においても、2012 年から「介護予防・日常
生活支援総合事業」が始められたが、この事業は

「地域全体で高齢者の生活を支える」ことをコン
セプトとしたものである。さらに事業は 2015 年
の改正で再編され、より地域住民の支え合いを強
化する内容となった。おりしも 2016 年 6 月には

「ニッポン一億総活躍社会プラン」が閣議決定さ
れたが、高齢者世代も地域という場で「役割」が
与えられ、「活躍」が期待されているとも言える
だろう。高齢者の活動は介護予防につながること
が強調され、多くの高齢者の参加を後押ししてい
るのである。

2）地域共生社会と世代間交流－「教育的効果」
「空間的効果」「財政的効果」
これまで見てきたような、健康な高齢者が虚弱

な高齢者を「支える」という関係は、高齢者世代
内でのケアと言い換えることができるかもしれな
い。しかし、平均寿命が男女ともに 80 歳を超え
る今日の日本においては、従来のように 65 歳以
上を高齢者、高齢者世代とひとくくりすることに
無理があるだろう。65 歳以上を前期高齢者、75
歳以上を後期高齢者とする議論もあったが、日本
老年学会によると今日の 65 歳以上の人は以前よ
りも体力面・認知面でも 10 歳ほど若返っている
といい、75 歳以上を高齢者と呼ぶことがふさわ
しいと提言している。そうした意味では、高齢者
世代内でのケアもまた世代間交流と捉えることが
出来るかもしれない。実際に、90 歳近い高齢者
宅での家事サービスや傾聴といったボランティア
活動をしている 70 歳代の女性は、「高齢者から人
生を学ぶことが多く、自分のためにも役立ってい

る」と述べていた。これもまた一つの教育的効果
であるかもしれない。

先述したように、「支え合い」が強調される背
景には、介護やケアにおける財源不足や人材不足
がある。2015 年 9 月 16 日に出された「誰もが支
え合う地域の構築に向けた福祉サービスの実現－
新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」にお
いても、タイトルが示すように支え合いが推進さ
れ、その具体的方策として世代間交流が挙げられ
ている。地域においては赤ちゃんからお年寄りま
で、また障害の有無にかかわらず何らかのケアが
必要な人があふれている。そうした人々をこれま
でのように分野別の施設でケアをするのではなく
地域でケアしていくためには、「支え手」側にも

「ケアが必要な人は誰でも支える」という意識が
必要となる。そのために推進されるのが世代間交
流であり、誰もが利用することのできる多機能型
の福祉拠点である。

厚生労働省では、多世代が利用できる多機能型
の福祉拠点として、2013 年から「宅幼老所」を
推進している。幼老複合施設と異なるのは、小規
模で家庭的な雰囲気で高齢者、児童、障害者など
一人ひとりの生活リズムにあわせて柔軟なサービ
スを行う「小規模多機能型」である点である。家
族のように過ごせる第二の我が家、近所の家に遊
びに行く感覚、いつでもだれでも受け入れ自由で
あることを重視するのが宅幼老所の特徴である。
宅幼老所の取り組みは、幼老統合ケアと捉えるこ
とが出来るかもしれないが、プログラムや教育的
効果をそれほど重視していない点が異なる点であ
ろう。

たとえば、宅幼老所や今日の共生型サービスの
先駆的な事例として知られる富山県富山市の“こ
のゆびとーまれ”では、1993 年から一軒家を改
装して高齢者のデイサービスと障害児の放課後デ
イサービスを実施している。また、通りを面した
もう一軒の建物では、障害者の就労支援施設とし
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て障害者が掃除などの活動をしている。“このゆ
びとーまれ”を創設した看護師の惣万佳代子は、

「障害の有無に関わらず」「多世代が共に生活する
のが当たり前の地域の姿である」のになぜそれが
出来ないのかと疑問を持ち、数々の壁にも屈せず
にこの活動を継続させ、今日の制度化にもつな
がった。福祉分野で世代間交流が行われる際に
は、「それが当たり前の地域の姿である」という
前提があるように思われる。そのため、意図的・
継続的に何かをプログラムをするというよりも、
その場を共有することで自然に交流が生まれるこ
とが期待されているのかもしれない。もちろんど
の世代にとっても教育的効果は生じるだろうが、
それが始めから強く意図されていないことが、と
くに今日の福祉分野における世代間交流の特徴と
言えよう。

2016 年 7 月 15 日には「『我が事・丸ごと』地
域共生社会実現本部」が設置された。地域共生社
会とは「制度・分野ごとの『縦割り』や『支え手』

『受け手』という関係を超えて、地域住民や地域
の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、
人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つなが
ることで、地域住民一人ひとりの暮しと生きが
い、地域をともに創っていく社会」と定義されて
いる。地域共生社会の理念は、かつて一番ケ瀬が
提起した「ぬくもりのある共存社会」と通じるも
のがある。世代を超えた世代間交流が、地域とい
う場で行われることで、地域共生社会が創られる
としている。しかし、そのためには一番ケ瀬が指
摘したような「福祉文化」の醸成が必要不可欠で
ある。今日どのように「福祉文化」を醸成してい
くかは大きな課題であるだろう。小規模多機能型
の拠点や施設を中心とした世代間交流が自然に、
そして継続的に行われることで「福祉文化」が醸
成される可能性もある。

一方、1980 年代と同じく、小規模多機能型の
拠点や施設に、空間的効果や財政的効果が強く期

待されていることも事実である。小規模多機能型
の拠点や施設は、家庭的な雰囲気や誰もが入りや
すいということが重視されるため、空き家や空き
店舗などが転用されることも多い。空き家や空き
店舗の増加は今日の地域の深刻な課題であり、こ
れを活用できるといった点だけから見ても小規模
多機能型の拠点や施設の意義はある。また、それ
ほど費用がかからずに開設できる点も魅力的であ
る。今日では建築分野と福祉分野が協働してこう
した拠点をつくることも多い。重要なことは、空
間的効果や財政的効果のみを追求するのではな
く、こうした拠点を通して地域共生社会を創りあ
げるような「福祉文化」が醸成されることではな
いだろうか。

3）地域活性化と世代間交流－「地域活性化効果」
への期待

今日、地域が直面しているもう一つの深刻な課
題が人口減少である。とくに人口減少の著しい地
方、とりわけ過疎化の進む地域では限界集落が出
現するなど、地方の衰退が深刻化している。その
ため、2014 年 9 月にはまち・ひと・しごと創生
本部が設置され、12 月にまち・ひと・しごと創
生法が制定された。「魅力あふれる地方を創生し、
地方への人の流れをつくってまいります」と述べ
られているように、衰退する地方の人口減少を乗
り越えるための様々な方策が試みられている。

地方では進学や就職のために若者世代が流失し
てしまっている。限界集落とは高齢化率が 50％
以上の集落のことを指すが、そこでは防犯や防
災、祭りなどの様々な集落の機能が果たせなく
なっている。そのため、たとえば総務省は「地域
おこし協力隊」事業を実施し、若者世代を限界集
落がある地方などに送りだしている。地域おこし
協力隊のメンバーは 1 年間その地域での様々な活
動に従事する。1 年間は総務省による派遣である
が、その後もその地域からの要請により生活し続
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ける協力隊員も多い。他にも就農など一次産業に
従事する若者世代への補助を出す地域、子育て世
代への支援を手厚くし、子育て世代を呼び寄せて
いる地域など、様々な工夫により若者・子育て世
代の移住・流入のための方策がなされている。

また、地方大学では、地方創生関連の学部や学
科が創設されるなど、学生が移住まではいかずと
も課題を抱える地域に関わり、地域活性化のため
に活動している。さらに、総務省では「日本版
CCRC」（Con t i nu i ng  Ca r e  Re t i r emen t 
Community 持続可能なケア付き高齢者コミュニ
ティ）（＝生涯活躍のまち）を推進している。こ
れは、50 代くらいの壮年世代をターゲットに、
高齢者になる前に地方への早期移住を推進するも
のである。都市部に住む壮年世代のうち「地方で
暮らしたい」という希望を持っているのは、特に
男性で、一定数いるとされる。健康なうちに地方
への移住を可能にし、そこでこれまで培った経験
や技術を生かして地域活性化にも貢献するという
のがそのねらいである。

このように、高齢者世代の多い地方に、若者世
代、子育て世代、さらには壮年世代が様々な方法
や目的で移住することで、地域活性化を図ろうと
いうのが地方創生の一つの方策である。これを世
代間交流の「地域活性化効果」と言うこともでき
るだろう。もちろん、先述したように地方のみな
らず都市部においても、空き家や空き店舗の増加
は深刻な課題である。たとえば、高度経済成長期
に地方出身の若いファミリーの住まいとして大量
に建設された大規模団地では、一斉に高齢化が進
み孤独死なども頻発している。また、大規模団地
の多くは中心部から離れていることや狭いといっ
たこともあり、空き家も増加してしまう。そこで、
近隣の大学生が安い家賃でそこに住む代わりに、
清掃やイベントの実施などの地域活動に従事する
といった例もある。学生には他世代の人との関わ
り、地域活動の企画や実施といった教育的効果が

生まれ、学生に関わる高齢者世代には生活の張り
という生きがい効果、何よりも地域全体に地域活
性化効果が生まれているのである。

5．おわりに
本稿では、1960 年代からの日本における世代

間交流の展開を、「効果」に着目して整理した。
典型的な世代間交流は、子ども世代が高齢者世

代の持つ知恵や昔遊びといった伝統の文化や対人
関係を学ぶという、教育的効果が期待された活動
であり、学校教育や社会教育で取り入れられた。
しかし、日本においては意図的・継続的なプログ
ラムとしての世代間交流の活動はそれほど多くな
く、それらがイベントや行事として単発的に実施
されてきたという経緯がある。

1980 年代になると、幼老複合施設が建設され
るようになり、そこでプログラム化された幼老統
合ケアが実施され、子ども世代への教育的効果が
発揮されるようになった。同時に、高齢者世代に
とっても子ども世代への関わりが生活の張りを生
み出す、ADL の維持・向上につながるといった
生きがい効果が見られるようになった。しかし、
幼老複合施設であるから幼老統合ケアが出来るわ
けではなく、空間的効果や財政的効果のみが重視
され、プログラムを実施せず、教育的効果や生き
がい効果があらわれない施設も多く見られた。

2000 年に介護保険制度が施行されると、すぐ
に財政的な安定を図ることが急務とされ、2005
年の改正では介護予防、すなわち健康な人が要介
護状態にならないようにすることが重視されるよ
うになった。介護予防を推進するために各市町村
で実施されることになった地域支援事業において
は、地域住民の支え合いが重視された。地域では
様々な支え合い活動が実施されることになるが、
高齢者世代も「支え手」として「役割」が与えら
れることが重要であった。高齢者世代への「役割」
付与は、世代内の支え合い活動のみならず、世代
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間交流でこそ発揮されるとの期待もある。たとえ
ば子ども世代への読み聞かせをする高齢者世代の
活動であるりぷりんとにおいても、他世代との
ネットワークの拡大が同世代のネットワークの拡
大にもつながり、支え合い活動への参加が推進さ
れることが明らかになった。世代間交流を通して
生きがい効果、介護予防効果が発揮されるため、
各地で世代間交流の活動が実施されるようになっ
たと言える。

最後に、2010 年代、すなわち今日における世
代間交流に期待される「効果」を確認した。

2016 年には「『我が事・丸ごと』地域共生社会
実現本部」が設置されたが、今日では世代を超え
た支え合い＝地域共生社会の実現が目指されてい
る。たとえば、誰もが集える場所として小規模多
機能型の拠点、施設が地域に多数生まれている。
その背景として、高齢者のみならずケアが必要な
人が地域に多く存在しているという現実がある。
財源不足や福祉の人材不足により、ケアが必要な
人たちに対して地域住民の支え合いがこれまで以
上に必要とされている。今日、福祉分野ではこう
した拠点を中心として世代間交流が行われること
が多く、意図的・継続的なプログラムを実施する
というよりも、場を共有することで自然に交流が
生まれることが期待されている。一方で、1980
年代と同様に小規模多機能型の拠点、施設は空間
的効果、財政的効果が高いため、それが強調され
すぎることへの懸念がある。あくまでも拠点で実
施される世代間交流やそこから生じる地域共生社
会づくりへの機運といったものが重要であろう。
また、今日の地方創生のための様々な方策は、高
齢者世代と若者世代、子育て世代、壮年世代との
世代間交流ということができ、地域活性化効果が
目指されていることが明らかになった。

以上、かなり大ざっぱではあるが、世代間交流
が目指した「効果」について整理を行った。今日
の世代間交流の特徴は、世代を超えた「支え合い」

であり、世代を超えてケアを行うようにすること
であると捉えると、以下の点が課題として挙げら
れる。それは、介護やケアにおける人材不足の解
消のために世代間交流が「使われてしまう」こと
である。幼老複合施設や小規模多機能型の施設に
おいては、たとえば保育士と介護福祉士といった
複数の資格所持者が働くことで人材不足を補うこ
とができる。そのため、複数の資格所持を勧めて
いる施設もある。一方、こうした人材を育成する
には時間もかかることから、資格を持たない分野
の対象者にもケアを提供するといった事態も生じ
ており、それがケアの質の低下を招く恐れもあ
る。そもそも地域住民の「支え合い」は専門的な
知識や技術を必要としないことから、ケアの質と
いう点では課題も多い。幼老複合施設や小規模多
機能型の施設において、空間的効果や財政的効果
のみを追求してしまうと、世代間交流の理念であ
る「ぬくもりのある共存社会」や目指すべき「地
域共生社会」の実現とは大きくその方向がずれて
しまう。

今日の世代間交流は教育分野、福祉分野、建築
分野など様々な分野に跨るものであり、今後の社
会のあり方にも影響を与えるものであろう。今後
も世代間交流の活動の実態や学術面からの知見に
学びながら、研究を深めていきたい。

［付記］本稿は JSPS 科研費　15K03967 の助成を
受けた研究成果の一部である。
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